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第 120期 中 間 決 算 公 告 

2022年 12月26日 

長崎市栄町３番１４号 

株式会社 長崎銀行 

代表取締役 開地 龍太郎 

 

 中間貸借対照表（2022年 9月 30日現在)  

 

                                         （単位：百万円） 

科    目 金   額 科    目 金   額 

（ 資 産 の 部 ） 

現 金 預 け 金 

有 価 証 券 

貸 出 金 

そ の 他 資 産 

  リ ー ス 投 資 資 産 

  そ の 他 の 資 産 

有 形 固 定 資 産 

無 形 固 定 資 産 

前 払 年 金 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

支 払 承 諾 見 返 

貸 倒 引 当 金 

投 資 損 失 引 当 金 

 

32,755 

10,030 

271,728 

1,857 

― 

1,857 

4,442 

240 

40 

50 

12 

△ 264 

△ 43 

（ 負 債 の 部 ） 

預 金 

譲 渡 性 預 金 

コ ー ル マ ネ ー 

借 用 金 

そ の 他 負 債 

未 払 法 人 税 等 

リ ー ス 債 務 

資 産 除 去 債 務 

そ の 他 の 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

睡眠預金払戻損失引当金 

偶 発 損 失 引 当 金 

再評価に係る繰延税金負債 

支 払 承 諾 

 

255,624 

7,377 

31,000 

6,100 

1,405 

48 

146 

27 

1,183 

8 

65 

23 

21 

509 

12 

負 債 の 部 合 計 302,148 

（ 純  資  産  の 部 ） 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

その他資本剰余金 

利 益 剰 余 金 

利 益 準 備 金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

株 主 資 本 合 計  

その他有価証券評価差額金 

土 地 再 評 価 差 額 金 

評価・換算差額等合計 

 

7,621 

5,963 

3,500 

2,463 

3,708 

224 

3,484 

3,484 

17,294 

257 

1,151 

1,409 

純 資 産 の 部 合 計 18,703 

資 産 の 部 合 計 320,851 負債及び純資産の部合計 320,851 
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                                        2022年 4月 1日から 
                     中間損益計算書 
                                        2022年 9月 30日まで 

 

 

（単位：百万円） 
科       目 金       額 

経 常 収 益 

資 金 運 用 収 益 

( う ち 貸 出 金 利 息 ) 

( う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ) 

役 務 取 引 等 収 益 

そ の 他 経 常 収 益 

経 常 費 用 

資 金 調 達 費 用 

( う ち 預 金 利 息 ) 

役 務 取 引 等 費 用 

営 業 経 費 

そ の 他 経 常 費 用 

経 常 利 益 

特 別 損 失 

税 引 前 中 間 純 利 益 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

法 人 税 等 合 計 

中 間 純 利 益 

 

1,935 

(1,746) 

（171） 

336 

141    

 

16 

(24) 

554 

1,578 

25    

 

 

 

6 

43 

 

  

2,412 

 

 

 

 

 

2,174 

 

 

 

 

 

238 

0 

238 

 

 

50 

187 
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個別注記表 

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。 

 

重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし

市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行っています。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産は、定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物付属設備を除く。）につい

ては、定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上しています。 
また、主な耐用年数は次のとおりです。 

建 物    10年～50年 

その他    3年～20年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しています。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内

における利用可能期間（5年）に基づいて償却しています。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リース期間を

耐用年数とした定額法により償却しています。なお、残存価額については零としています。 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しています。 

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という。）に係る

債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、以

下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回

収可能見込額を控除し、その残額を計上しています。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経

営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）に係る債権につい

ては、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、

債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しています。 

破綻懸念先及び貸出条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権

の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権につい

ては、当該キャッシュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳簿価額と

の差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）により計上することとしていますが、当

中間期は該当ありません。 

上記以外の債権については、主として今後1年間の予想損失額又は今後3年間の予想損失額を見込んで

計上しており、予想損失額は、1年間又は3年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間に

おける平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しています。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した資産監査部署が査定結果を監査しています。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し

ており、その金額は381百万円です。 

(2) 投資損失引当金 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、ゴルフ会員権の発行会社の財政状態等を勘案し

て必要と認められる額を計上しています。 

(3) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、必要額を計上しています。また、退職給付の算定にあたり、退職給付見込額

を当中間期末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっています。なお、数理計

算上の差異の費用処理方法は次のとおりです。 

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（8年）による

定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理 
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(4) 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支

給見積額のうち、当中間期末までに発生していると認められる額を計上しています。 

(5) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備えるた

め、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しています。 

(6) 偶発損失引当金 

偶発損失引当金は、信用保証協会との責任共有制度に係る債権に関して、将来発生する可能性のあ

る負担金支払額を見積り、必要と認められる額を計上しています。 

４．収益の計上方法 

顧客との契約から生じる収益の計上時期は、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

としています。また、顧客との契約から生じる収益の計上額は、財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額としています。 

５．グループ通算制度の適用 

株式会社西日本フィナンシャルホールディングスを通算親会社とするグループ通算制度を適用して

います。 

 

会計方針の変更 

（時価の算定に関する会計基準等の適用指針の適用） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第31号 2021年6月17日。以下「時価算

定会計基準適用指針」という。)を当中間会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に

定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用す

ることとしました。これによる、中間財務諸表への影響はありません。 

 

（追加情報） 

（グループ通算制度を適用する場合の会期処理及び開示に関する取扱いの適用） 

当行は、当中間会計期間から、連結納税制度からグループ通算制度へ移行しています。これに伴い、法人税

及び地方法人税並びに税効果会計の会計処理及び開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計

処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年8月12日。以下「実務対応報告第42号」という。）

に従っています。また、実務対応報告第42号第32項(1)に基づき、実務対応報告第42号の適用に伴う会計方針

の変更による影響はないものとみなしています。 

 

（新型コロナウイルス感染症の影響） 
新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う経済活動停滞の影響は、当事業年度（2023年3月期）も継続

し、特に貸出金等の信用リスクに一定の影響を与えるとの仮定を置いています。 
この仮定については、前事業年度（2022年3月期）の決算公告の（重要な会計上の見積もり）に記載した

内容から重要な変更はありません。 
なお、当該仮定は不確実なものであり、新型コロナウイルス感染症の感染状況やその経済活動への影響

が変化した場合には、当事業年度以降の財務諸表において貸倒引当金が増減する可能性があります。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

１．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりです。なお、債

権は、中間貸借対照表の貸出金、「その他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定

に計上されるものです。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 172百万円 

危険債権額 2,292百万円 

三月以上延滞債権額 －百万円 

貸出条件緩和債権額 109百万円 

合計額 2,574百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等

の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約

に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに

準ずる債権に該当しないものです。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で

破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものです。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支

払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権

及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しないものです。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。 

２．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公

認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年3月17日）に基づき金融取引として処理しています。

これにより受け入れた商業手形は、売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有しています

が、その額面金額は、1,499百万円です。 

３．担保に供している資産は次のとおりです。 

担保に供している資産 

預け金      2百万円 

貸出金    17,922百万円 

担保資産に対応する債務 

預金       95百万円 

借入金    6,100百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保として、現金1,400百万円を差し入れています。 

また、その他の資産には、保証金等108百万円が含まれています。 

  ４．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた

場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約

する契約です。これらの契約に係る融資未実行残高は、52,086百万円です。このうち原契約期間が１年

以内のものが51,003百万円あります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのもの

が必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多く

には、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた

融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられています。また、契約時にお

いて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手

続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じています。 

５．土地の再評価に関する法律（1998年3月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、

評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部

に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。 

再評価を行った年月日  1998年3月31日 

同法律第3条第3項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（1998年3月31日公布政令第119号）第2条第4号に定める地価税法

（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するた

めに国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算出。 

６．有形固定資産の減価償却累計額               3,266百万円 
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７．銀行法施行規則第19条の2第1項第3号ロ(10)に規定する単体自己資本比率(国内基準)は、9.93％です。 

 

（中間損益計算書関係） 

１．「その他経常収益」には、貸倒引当金戻入益131百万円を含んでいます。 

２．「その他経常費用」には、貸出金償却12百万円及び偶発損失引当金繰入額8百万円を含んでいます。 

 

（金融商品関係）  

１．金融商品の時価等に関する事項 

2022年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりです。なお、市

場価格のない株式等及び組合出資金は、次表には含めていません（（注１）参照）。また、現金預け金、

譲渡性預金、コールマネー及び借用金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、

注記を省略しています。 

（単位：百万円） 

 中間貸借対照表計上 時  価 差  額 

(1) 有価証券    

  その他有価証券 9,013 9,013 ― 

(2) 貸出金 271,728   

  貸倒引当金（＊） 262   

 271,466 273,526 2,060 

資産計 280,480 282,540 2,060 

(1) 預金 255,624 255,694 69 

負債計 255,624 255,694 69 

（＊）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。 

 

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金の中間貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品
の時価情報の「その他有価証券」には含めていません。 

（単位：百万円） 

区 分 中間貸借対照表計上額 

非上場株式（＊１） 1,000 

組合出資金（＊２） 16 

（＊１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指
針第19号 2020年3月31日）第5項に基づき、時価開示の対象とはしていません。 

（＊２）組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第31号 2021年6月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしていません。 

 

２．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

レベルに分類しています。 

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

  

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそ

れぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が も低いレベルに時価を分類しています。 

 

（1）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品 

該当ありません。 

なお、有価証券には、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 31 号 
2021 年 6 月 17 日）第 24-9 項の基準価額を時価とみなす取扱いを適用した投資信託は含まれていま
せん。第 24-9 項の取扱いを適用した投資信託の中間貸借対照表計上額は 9,013 百万円です。 
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第24-9項の取扱いを適用した投資信託の期首残高から期末残高への調整表 

(単位：百万円) 

(＊１)  中間貸借対照表の「評価・換算差額等」の「その他有価証券評価差額金」に含まれています。 
 

(2）時価で中間貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル1 レベル2 レベル3 合計 

貸出金 ― ― 273,526 273,526 

資産計 ― ― 273,526 273,526 

預金 ― 255,694 ― 255,694 

負債計 ― 255,694 ― 255,694 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資産 

貸出金 

貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を市場

金利に信用リスク等を反映させた割引率で割り引いて時価を算定しています。このうち変動金利によ

るものは、短期間で市場金利を反映するため、貸出先の信用状態が実行後大きく異なっていない場合

は時価と帳簿価額が近似していることから、帳簿価額を時価としています。また、破綻先、実質破綻

先及び破綻懸念先に対する債権等については、担保及び保証による回収見込額等を用いた割引現在価

値により時価を算定しています。当該時価はレベル３の時価に分類しています。 

 

負債 

預金 

要求払預金について、決算日に要求に応じて直ちに支払うものは、その金額を時価としています。

また、定期預金については、一定の期間ごとに区分して、将来キャッシュ・フローを割り引いた割引

現在価値により時価を算定しています。割引率は、市場金利を用いています。なお、預入期間が短期

間（1年以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としています。

当該時価はレベル２の時価に分類しています。 

期首残高 

当期の損益又は 
評価・換算差額等 

購入、売却
及び償還
の純額 

投資信託の基準
価額を時価とみ
なすこととした
額 

投資信託の基準
価額を時価とみ
なさないことと
した額 

期末残高 

当期の損益に計
上した額のうち
中間貸借対照表
日において保有
する投資信託の
評価損益 

損益に 
計上 

評価・換
算差額
などに
計上 
(＊１) 

8,016 － 126 871 － － 9,013 － 
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（有価証券関係） 

中間貸借対照表中の「有価証券」です。 

その他有価証券（2022年9月30日現在） 

 種類 

中間貸借対照表 

計上額 

（百万円） 

取得原価 

（百万円） 

差額 

（百万円） 

中間貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

その他の証券 8,618 8,244 373 

 投資信託 8,618 8,244 373 

小計 8,618 8,244 373 

中間貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

その他の証券 395 399 △3 

 投資信託 395 399 △3 

小計 395 399 △3 

合計 9,013 8,643 370 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりです。 

繰延税金資産 

税務上の繰越欠損金（注）             37百万円 

貸倒引当金                   192 

減損損失                      29 

退職給付引当金                         2 

役員退職慰労引当金                 19 

減価償却費                            56 

その他                             168      

繰延税金資産小計                        506 

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額      △30 

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額  △310 

評価性引当額小計                     △340      

繰延税金資産合計                        166 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金            112 

資産除去債務                          2      

繰延税金負債合計                        115 

繰延税金資産の純額                       50百万円 

 

（注）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額 

当中間会計期間（2022年9月30日） 

 
１年以内 

（百万円） 

１年超 

３年以内 

（百万円） 

３年超 

５年以内 

（百万円） 

５年超 

７年以内 

（百万円） 

７年超 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

税務上の繰越

欠損金(*1) 
― 6 16 14 ― 37 

評価性引当額 ― △3 △12 △13 ― △30 

繰延税金資産 ― 3 3 0 ― (*2)  7 

(*1)税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額です。 

(*2)当事業年度以降において課税所得が見込まれることにより、税務上の繰越欠損金の一部を回収可能

と判断しています。 
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（収益認識関係） 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報 
（単位：百万円） 

 当中間会計期間 

役務取引等収益 323 

 うち預金・貸出業務 4 

 うち為替業務 42 

 うち証券関連業務 119 

 うち代理業務 26 

役務取引等収益以外の経常収益 2 

顧客との契約から生じる収益 325 

上記以外の経常収益 2,086 

外部顧客に対する経常収益 2,412 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額         10,687円78銭 

１株当たりの中間純利益金額         107円33銭 

 

 


